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群
馬
県
建
築
基
準
法
に
基
づ
く
意
見
の
聴
取
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に

公
布
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
八
日 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 

 

群
馬
県
規
則
第
六
十
一
号 

 
 
 

群
馬
県
建
築
基
準
法
に
基
づ
く
意
見
の
聴
取
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

群
馬
県
建
築
基
準
法
に
基
づ
く
意
見
の
聴
取
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
三
年
群
馬
県
規
則
第
三

十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
二
条
中
「
請
求
し
よ
う
」
を
「
行
う
こ
と
を
請
求
し
よ
う
」
に
改
め
る
。 

 

第
四
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

（
意
見
の
聴
取
の
通
知
及
び
公
告
） 

第
四
条 

知
事
は
、
意
見
の
聴
取
を
行
お
う
と
す
る
と
き
は
、
法
第
九
条
第
五
項
に
規
定
す
る
事
項

 

の
ほ
か
、
必
要
な
事
項
を
意
見
の
聴
取
開
催
通
知
書
（
別
記
様
式
第
三
号
）
に
よ
り
通
知
す
る
と

 

と
も
に
、
こ
れ
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
群
馬
県
報
に
登
載
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
法
第
九

 

条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
意
見
の
聴
取
の
場
合
は
、
こ
の
限
り

 

で
な
い
。 

 

第
七
条
の
見
出
し
及
び
同
条
中
「
請
求
者
等
」
を
「
請
求
者
」
に
改
め
る
。 

 

第
九
条
第
一
項
中
「
請
求
者
等
」
を
「
請
求
者
又
は
そ
の
代
理
人
（
以
下
「
請
求
者
等
」
と
い

う
。
）
」
に
改
め
る
。 

 

第
十
条
第
一
項
中
「
意
見
の
聴
取
の
期
日
延
期
願
」
を
「
意
見
の
聴
取
の
期
日
延
期
申
出
書
」
に
、

「
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
」
を
「
申
し
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
に
改
め
る
。 

 

第
十
一
条
の
見
出
し
中
「
意
見
の
聴
取
」
を
「
意
見
の
聴
取
等
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
口

述
」
を
「
口
述
審
問
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
主
宰
者
が
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
意
見
の
聴
取
は
、
口
述
審

 

問
以
外
の
方
法
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
は
、
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
等
又
は
第
九
条
第
一
項
の
証
人
に
よ
る

 

陳
述
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

 

第
十
五
条
の
見
出
し
中
「
公
告
及
び
通
知
」
を
「
通
知
及
び
公
告
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中

「
そ
の
期
日
の
三
日
前
ま
で
に
公
聴
会
の
期
日
、
場
所
そ
の
他
」
を
「
法
第
四
十
六
条
第
二
項
又
は

第
四
十
八
条
第
十
七
項
に
規
定
す
る
事
項
の
ほ
か
、
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
の
」
を

「
前
項
の
規
定
に
よ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
を
削
り
、
同
条
第
四
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。 

 

第
十
九
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
公
述
の
申
出
の
省
略
等
） 

第
十
九
条
の
二 

法
第
四
十
八
条
第
一
項
か
ら
第
十
四
項
ま
で
の
た
だ
し
書
（
法
第
八
十
八
条
第
二

 

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
許
可
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、
次
の
各
号

 

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
前
二
条
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。 

 

一 

利
害
関
係
者
等
が
当
該
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
み
で
あ
る
と
き
。 

 

二 

全
て
の
利
害
関
係
者
等
が
当
該
許
可
に
反
対
し
て
い
な
い
と
き
。 

 

三 

前
二
号
に
準
ず
る
と
き
。 

 

第
二
十
条
中
「
第
五
条
、
第
六
条
」
の
下
に
「
、
第
八
条
」
を
加
え
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

         

■ 

規 
 

則 
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年  月  日  

群馬県知事 あて 

                   申出者 

                   住  所 

                   氏  名              

                   電話番号 

 

意見の聴取の期日延期申出書 

 

 群馬県建築基準法に基づく意見の聴取に関する規則第１０条第１項の規定により、意見の聴取の期日を延期するよう

申し出ます。 

１ 請求者の住所及び氏名                   電話番号 

２ 代理人の住所及び氏名                   電話番号 

３ 意見の聴取予定年月日 

 （延期前） 
年  月  日 

４ 理由  

５ 意見の聴取の期日の延期 

  に関する要望等 

 

  

別記様式第６号（規格Ａ４）（第１０条関係） 
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又
は
建
築
副
主
事

 

第
１
７
条
第
６

 
 
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

    

群
馬
県
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
十
二
月
八
日 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

群
馬
県
知
事 

山 

本 

一 

太 
 

 

群
馬
県
規
則
第
六
十
二
号 

 
 
 

群
馬
県
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
の
一
部

 
 
 

を
改
正
す
る
規
則 

 

群
馬
県
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
細
則
（
平
成
八
年

群
馬
県
規
則
第
四
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
二
条
第
一
項
中
「
第
十
七
条
第
五
項
」
の
下
に
「
（
法
第
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
第
十
七
条
第
六
項
」
の
下
に
「
（
法
第
十
八
条
第

二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
「
規
定
に
よ
る
通
知
」
を
「
確
認
済
証
及

び
同
条
第
十
四
項
の
通
知
書
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
条
中
「
二
部
」
の
下
に
「
（
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
が
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て

は
、
三
部
）
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

２ 

知
事
は
、
前
項
の
取
下
げ
届
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
建
築
主
事
又
は
建
築
副
主
事
に
そ
の

 

う
ち
一
部
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
四
条
中
「
二
部
」
を
削
り
、
「
添
え
て
、
」
の
下
に
「
二
部
（
法
第
十
七
条
第
四
項
の
規
定
に

よ
る
申
出
が
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
三
部
）
を
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

２ 

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
建
築
等
取
り
や
め
届
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
に
つ
い
て
準
用

 

す
る
。 

 

第
五
条
第
一
項
中
「
三
部
」
を
削
り
、
「
を
添
え
て
、
」
を
「
（
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
十
七
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
が
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
変
更
に
係
る
図

書
及
び
建
築
基
準
法
第
六
条
第
一
項
（
同
法
第
八
十
七
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
申
請
書
）
を
添
え
て
、
二
部
（
法
第
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
七
条
第

四
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
が
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
三
部
）
を
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
を

削
る
。 

 

第
六
条
中
「
添
え
て
、
」
の
下
に
「
二
部
を
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

２ 

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
つ
い
て
認
定
し
た
と
き
は
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
認
定
通
知

 

書
（
別
記
様
式
第
六
号
の
二
）
に
前
項
の
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
認
定
申
請
書
を
添
え
て
、
当
該
申
請
を

 

し
た
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

別
記
様
式
第
一
号
中
「 

 
 

 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

 
 

」
を
、
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
の
次
に
「 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

」
を
加
え
、
「 

 
 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 
 
 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
二
号
中
「 

 
 

 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

 
 

」
を
、
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
、
「 

 
 

 
 
 

 
 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 
 

」
を
加
え
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
号
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。 

                                    

建
築
主
事

 

項
 

（
同
法
第
１
８
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

 

第
１
７
条
第
４

 

（
同
法
第
１
８
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

 
同
 

条
第
５
項

 
同
法
第
１
７
条
第
５
項
（
同
法
第
１
８
条
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

 
む
。
）

 

建
築
主
事

 
又
は
建
築
副
主
事

 

項
 

第
１
 

８
条
第
３
項

 
及
び
第
１
４
項
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エ レ ベ ー タ ー 認 定 通 知 書                 

 

第     号   

年  月  日   

 

（認定申請者） 様 

 

群馬県知事        印   

 

     年   月   日 付 け で 提 出 の あ っ た 下 記 の 計 画 は 、 高 齢 者 、 障 害 者 等 の 移 

動 等 の 円 滑 化 の 促 進 に関 す る 法 律 第 ２ ３ 条 第１ 項 の 規 定 に 基 づ き 認定 し ま し た の で 通 知 し 

ます。 

記 

 

１ 既存の特定建築物の位置（所在地） 

 

２ 既存の特定建築物の概要 

①主要用途 

②延べ面積 

③その他の事項 

 

３ エレベーターの概要 

①エレベーターの種類 

②積載荷重 

③最大定員 

④定格速度 

⑤その他の事項 

 

 

 

別記様式第６号の２（規格Ａ４）（第６条関係） 
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附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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◎群馬県告示第３０２号 

 群馬県県税条例（昭和２５年群馬県条例第３２号）第１４６条の１０第２項の規定により交付した次の免税軽油

使用者証について、亡失した旨の報告があったので、無効とする。 

  令和５年１２月８日 

                                                                      群馬県知事 山 本 一 太   

                                             

 

 

 

 

 

 

◎群馬県告示第３０３号 

  家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第１３条第１項の規定により、次のとおり家畜伝染病の発生に

ついて届出があった。 

    令和５年１２月８日 

                               群馬県知事 山 本 一 太   
                                               

病名 畜種 
患畜又は疑似
患畜 の区 分 

発生頭数 発生年月日 発生場所 処置 

ヨーネ病 牛 患畜 １頭 令和５年１１月９日 前橋市 法令殺 

 

 

 

◎群馬県告示第３０４号 

  土地収用法（昭和２６年法律第２１９号。以下「法」という。）第２０条の規定に基づき事業の認定をしたので、

次のとおり告示する。 

  令和５年１２月８日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   

１ 起業者の名称 みどり市 

２ 事業の種類 みどり市温泉施設整備事業 

３ 起業地 

 (1) 収用の部分 みどり市笠懸町鹿地内 

 (2) 使用の部分 なし 

４ 法第２６条の２第２項の規定による図面の縦覧場所 みどり市保健福祉部社会福祉課 

５ 事業の認定をした理由 

  申請に係る事業（以下「本件事業」という。）は、以下のとおり法第２０条各号の要件を全て充足すると判断

されるため、事業の認定をしたものである。 

■ 告  示 

業種 使用者証番号 有効期間 
免税軽油使用者証を 
交 付 し た 事 務 所 

亡失年月日 

農業 09-00059 令和４年４月５日から 
令和６年３月３１日まで 

太田行政県税事務所 令和４年５月３０日 
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 (1) 法第２０条第１号の要件への適合性 

   本件事業は、法第３条第３２号に掲げる地方公共団体が設置するその他公共の用に供する施設に該当するも 

のである。 

   したがって、本件事業は、法第２０条第１号の要件を充足すると判断される。 

 (2) 法第２０条第２号の要件への適合性 

   起業者は、令和４年３月に本件事業の実施を決定し、かつ、本件事業の施行に必要な財源措置を講じている  

ことから、本件事業を遂行する充分な意思と能力を有すると認められる。 

   したがって、本件事業は、法第２０条第２号の要件を充足すると判断される。 

 (3) 法第２０条第３号の要件への適合性 

  ア 得られる公共の利益 

    平成９年に整備されたみどり市温泉施設かたくりの湯と昭和４８年に整備されたみどり市大間々老人憩の

家は、これまで多くの市民の健康増進及び交流の場として利用されてきた。 

   しかし、近年、施設の老朽化が目立つようになり、長期休業を伴う修繕工事を実施することが多くなっ 

ている。さらに、年々、施設利用の面からも不便な点が目立つようになり、その改善は現状の施設規模内で

対応が難しくなりつつあり、施設の老朽化やユニバーサルデザイン化の必要性等、施設の安全性や快適性に

関する課題が指摘されている。 

   本件事業は、このような課題を解決するため、「みどり市公共施設個別施設計画」において示された、施

設配置や利用目的が重複する施設の集約化など効率的な施設のあり方の方向性に基づき、かたくりの湯と大

間々老人憩の家の入浴施設機能を統合するとともに、ユニバーサルデザインを取り入れ、源泉地付近へ移転

新築するものである。 

   したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、相当程度存すると認められる。 

  イ 失われる利益 

    本件事業は、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）第２条第４項及び群馬県環境影響評価条例（平成   

１１年群馬県条例第１９号）第２条第４項に規定する対象事業ではないが、生活環境に関しては、工事期

間中は低騒音・低振動の建設機械及び工法を選択して周辺環境への影響を抑制することとしている。 

    なお、希少な野生動植物への影響について、起業地は希少な野生動植物の生息及び生育情報は報告されて

   いないが、起業者は、希少動植物の生息及び生育が確認された場合には、関係機関と協議し、適切な措置を

   講ずることとしている。 

また、起業地は、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）による周知の埋蔵文化財包蔵地には該当し 

ていないが、起業者は、工事の実施に当たり埋蔵文化財が発掘された場合には、みどり市教育委員会と協議 

し、適切な措置を講ずることとしている。 

    したがって、本件事業の施行により失われる公共の利益は、軽微であると認められる。 

  ウ 事業計画の合理性 

    本件事業は、「第２次みどり市総合計画」（平成３０年８月策定）に則するものであると認められる。 

本件事業の起業地の選定に当たっては、交通の利便性、周辺環境、土地利用状況等を考慮して選定した２ 

  案を比較検討して、社会的、技術的及び経済的な面から総合的に判断した結果、最も優れた案を採用してい 

ると認められる。 

したがって、本件事業の事業計画は合理的であると認められる。 

以上のことから、本件事業の施行により、得られる公共の利益と失われる利益を比較衡量すると、得られ   

る公共の利益は、失われる利益に優越すると認められる。 
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したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるので、法第２０条第   

３号の要件を充足すると判断される。 

 (4) 法第２０条第４号の要件への適合性 

  ア 事業を早期に施行する必要性 

    (3)アで述べたように、現在のかたくりの湯と大間々老人憩の家は施設の老朽化が目立つようになり、長  

期休業を伴う修繕工事を実施することが多くなっているため、本件事業を早期に施行する必要がある。 

    以上のことから、本件事業を早期に施行する必要性は、高いものと認められる。 

   イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性 

     本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な範囲であると認められる。 

    また、収用の範囲は、全て本件事業の用に供される範囲にとどめられており、合理的であると認められ 

   る。 

       したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第２０条第４号の要   

件を充足すると判断される。 

 

 

 

◎群馬県告示第３０５号 

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号。以下「法」という。）第６５条第１項の規定による行政処分に

ついて、法第６９条第１項及び同条第２項において準用する法第１６条の１５第５項の規定により、次のとおり公

開の聴聞を行う。 

  令和５年１２月８日 

                                                           群馬県知事 山 本 一 太   

１ 聴聞の日時及び場所 

 (1) 日時 令和５年１２月１９日（火）午前１０時 

  (2) 場所 群馬県庁１４１会議室（１４階） 

２ 聴聞の件名 宅地建物取引業者への指示に係る聴聞 

３ 不利益処分の内容 宅地建物取引業者への指示 

４ 根拠規定 法第６５条第１項 

５ 聴聞の対象者 

  (1) 商号又は名称 株式会社福田不動産 

  (2) 代表者氏名 福田 一良 

  (3) 事務所所在地 群馬県前橋市大手町二丁目６番２５号 

  (4) 免許証番号 群馬県知事（１６）第４５４号 

 (5) 免許年月日 昭和４２年７月３日 

  (6) 有効期間 令和４年７月４日から令和９年７月３日まで 

６ 聴聞に関する事務を所掌する組織の名称及び所在地 群馬県県土整備部住宅政策課 群馬県前橋市大手町一丁

目１番１号  

７ 聴聞の主宰者 群馬県県土整備部住宅政策課補佐 茂木裕 

 

 ■ 公  告 
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 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により次のとおり土地改良区役員の就任の届

出があったので、同条第１８項の規定により公告する。 

    令和５年１２月８日 

                               群馬県知事 山 本 一 太   
                                               

 
土地改良区名 

理 事
監 事
の 別 

 
区 分 

 
役 員 氏 名 

 
住      所 

谷田川北部 監 事 新 任  野村定芳 館林市堀工町８１５番地 

 

 

 

 次のとおり落札者を決定した。 

令和５年１２月８日 

群馬県沼田土木事務所長 木 内 弘 二   

１ 落札に係る物品等の名称、予定数量、落札者の名称、落札者の所在地及び落札金額 

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県沼田土木事務所 群馬県沼田市薄根町４４１２ 

３ 落札者を決定した日 令和５年１０月１９日 

４ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

５ 入札公告をした日 令和５年９月５日 

■ 落  札 

 物品等の名称 予定数量 落札者の名称 落札者の所在地 落札金額（税抜） 

ア 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 500kg/袋） 

910,000kg 
（1,820 袋） 

ＸＹＺ商事株
式会社 

大阪府大阪市中央区
南船場４－９－１２
朝日プラザ北１０７ 

25,000 円／袋 

イ 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 500kg/袋） 

620,000kg 
（1,240 袋） 

ＸＹＺ商事株
式会社 

大阪府大阪市中央区
南船場４－９－１２
朝日プラザ北１０７ 

24,000 円／袋 

ウ 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 500kg/袋） 

440,000kg 
（880袋） 

ＸＹＺ商事株
式会社 

大阪府大阪市中央区
南船場４－９－１２
朝日プラザ北１０７ 

24,000 円／袋 

エ 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 25kg/袋） 

30,000kg 
（1,200 袋） 

鈴与マタイ株
式会社 

長野県佐久市中込一
丁目１０番地１ 

1,445円／袋 

オ 凍結防止剤 
（ 塩 化 カ ル シ ウ ム 水 溶 液
35％） 

60kl 株式会社平野
商店 

群馬県沼田市清水町
４３１１－１ 

49,800 円／kl 

カ 凍結防止剤 
（ 塩 化 カ ル シ ウ ム 水 溶 液
35％） 

20kl 株式会社平野
商店 

群馬県沼田市清水町
４３１１－１ 

49,800 円／kl 

キ 凍結防止剤（粒状） 
（塩化ナトリウム 500kg/袋） 

530,000kg 
（1,060 袋） 

あかぎ園芸株
式会社 

群馬県伊勢崎市香林
町２－９３９－１ 

15,790 円／袋 

ク 凍結防止剤（粒状） 
（塩化ナトリウム 25kg/袋） 

2,000kg 
（80袋） 

鈴与マタイ株
式会社 

長野県佐久市中込一
丁目１０番地１ 

1,200円／袋 
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６ 契約方法 単価契約 

 

 

 

 次のとおり落札者を決定した。 

  令和５年１２月８日 

群馬県沼田土木事務所長 木 内 弘 二   

１ 落札に係る物品等の名称、予定数量、落札者の名称、落札者の所在地及び落札金額 

                                                  

 

 

 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県沼田土木事務所 群馬県沼田市薄根町４４１２  

３ 落札者を決定した日 令和５年１０月１９日 

４ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

５ 入札公告をした日 令和５年９月５日 

６ 契約方法 単価契約 

 

 

 

次のとおり落札者を決定した。 

  令和５年１２月８日 

群馬県中之条土木事務所長 小 池 尚 樹   

１ 落札に係る物品等の名称、予定数量、落札者の名称、落札者の所在地及び落札金額 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県中之条土木事務所 群馬県吾妻郡中之条町大字中

之条町７０９－１  

 物品等の名称 予定数量 落札者の名称 落札者の所在地 落札金額（税抜） 

ア 白灯油ＪＩＳ１号 ３０，００
０リットル 

利根日石株式
会社 

群馬県沼田市上原町
１６６８ 

１０８．０円／
リットル 

 

 

 物品等の名称 予定数量 落札者の名称 落札者の所在地 落札金額（税抜） 

ア 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 25kg/袋） 

12,000kg 
（480袋） 

あかぎ園芸株
式会社 

群馬県伊勢崎市香林
町２－９３９－１ 

1,455円／袋 

イ 凍結防止剤（粒状） 
（塩化ナトリウム 25kg/袋） 

2,000kg 
（80袋） 

あかぎ園芸株
式会社 

群馬県伊勢崎市香林
町２－９３９－１ 

1,140円／袋 

ウ 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 500kg/袋） 

768,000kg 
（1,536 袋） 

ＸＹＺ商事株
式会社 

大阪府大阪市中央区
南船場４－９－１２
朝日プラザ北１０７ 

26,990 円／袋 

エ 凍結防止剤球状（粒状） 
（塩化カルシウム 500kg/袋） 

345,000kg 
（690袋） 

あかぎ園芸株
式会社 

群馬県伊勢崎市香林
町２－９３９－１ 

26,000 円／袋 
 

オ 凍結防止剤（粒状） 
（塩化ナトリウム 500kg/袋） 

60,000kg 
（120袋） 

あかぎ園芸株
式会社 

群馬県伊勢崎市香林
町２－９３９－１ 

17,640 円／袋 

カ 凍結防止剤 
（塩化カルシウム水溶液 35％） 

10kl 株式会社平野
商店 

群馬県沼田市清水町
４３１１－１ 

49,800 円／kl 
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３ 落札者を決定した日 令和５年１０月１９日 

４ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

５ 入札公告をした日 令和５年９月５日 

６ 契約方法 単価契約 

 

 

 

次のとおり落札者を決定した。 

  令和５年１２月８日 

群馬県知事 山 本 一 太   

１ 落札に係る物品等の名称及び予定数量 Ａ重油（ＪＩＳ１種１号） ８３６，０００リットル 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県病院局経営戦略課財務係 群馬県前橋市大手町一

丁目１番１号 

３ 落札者を決定した日 令和５年９月２７日 

４ 落札者の名称及び所在地 株式会社ＥＮＥＯＳサンエナジー 東京都港区東新橋一丁目５番２号 

５ 落札金額 ７８．１０円（１リットル当たり） 

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

７ 入札を公告した日 令和５年８月２９日 

８ 契約方法 単価契約 

 

 

 

 次のとおり随意契約の相手方を決定した。 

  令和５年１２月８日 

群馬県立心臓血管センター院長 内 藤 滋 人   

１ 随意契約に係る物品等の名称及び数量 総合医療情報システム更新 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県立心臓血管センター事務局経営課 群馬県前橋市

亀泉町甲３番地１２ 

３ 随意契約の相手方を決定した日 令和５年１１月１０日 

４ 随意契約の相手方の名称及び所在地 株式会社ソフトウェア・サービス 代表取締役 宮崎 勝 

５ 随意契約に係る契約金額 ９９８，８００，０００円 

６ 契約の相手方を決定した手続 随意契約 

７ 随意契約の理由 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２

号）第１１条第１項第１号該当 
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